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一般社団法人日本放射線科専門医会 定款 施行細則 

 

第１章 会員および会費 

 

第１条 正会員の資格について（定款第 5 条） 

１．日本専門医機構認定放射線科専門医のうち当法人の目的に賛同する個人とする。 

 

第２条 準会員の資格について（定款第 5 条） 

１．準会員は日本専門医機構専門研修プログラムの放射線科専攻医のうち当法人の目的に

賛同する個人とする。 

２．準会員の資格期間は最長３年とする。準会員が正会員の資格を得た場合、又は日本専門

医機構放射線科専門研修プログラム開始から３年を経過した場合には、準会員資格を

失い、正会員又はアソシエイト会員に移行するものとする。 

３．前項の規定にかかわらず、準会員資格の延長について申請があり、相当の理由があると

認められる場合には、当法人はその延長を認めることができる。 

 

第３条 アソシエイト会員の資格について（定款第 5 条） 

１．放射線科以外の医師、又は正会員以外の放射線科の医師であり、当法人の目的に賛同し、

入会を希望するもの。 

２．準会員が正会員の資格を得ることなく、日本専門医機構放射線科専門研修プログラム開

始から 3 年を経過したもの。 

 

第４条 シニア会員・終身会員の資格について（定款第 5 条） 

１．正会員で 65 歳以上かつ会員歴 10 年以上のものは、希望によりシニア会員に移行でき

るものとする。 

２．終身会員は、シニア会員を希望し、かつシニア会員会費 10 年分を一括納入したものと

する。 

 

第５条 ジュニア会員の資格について（定款第 5 条） 

１．初期臨床研修医で当法人の目的に賛同するもの。 

２．日本専門医機構放射線科専門研修プログラム開始の時点で準会員に移行する。 

３．ジュニア会員登録は最長 2 年間とし、初期臨床研修開始から 2 年を経過した場合には、

その資格を失うものとする。 

 

第６条 当会の目的に賛同する企業を賛助会員とする。 

 １．賛助会員は JCR ニュースやホームページに広告掲載を申し込むことができる。 
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 ２．賛助会員は当会主催のセミナーや講習会に賛助会員として参加できる。 

 ３．賛助会員は当会主催のセミナーで展示の企画がある場合は優先的に出展できる。 

 

第７条 当会への貢献を顕彰し、特別会員および顧問を以下のごとく規定し、本人の了解を

得た後に、公告する。 

① 特別会員 

1. 資格 

(ア) 以下のいずれかの要件を満たす会員で満 65 歳を迎えた者の中から、

理事会で推薦、承認し、本人の意思確認をする 

① 日本放射線科専門医会の理事長（会長）、副理事長（副会長）を

務めた者（旧日本放射線科専門医会・医会においてこれらの職に

就任した者を含む。） 

② 理事、監事を通算 2 期以上務め、その貢献が理事会で認められた

者 

③ ①、②に該当しないが、放射線科医の社会的地位向上に著しく貢

献し、理事会が相当と認めた者 

2. 特別会員の役割、特典 

(ア) 必要に応じて、理事会は特別会員に意見を求める 

(イ) 2 年に 1 から２回程度、特別会員と理事会の意見交換会を開催する 

(ウ) ミッドサマーセミナー、ミッドウインターセミナーの参加費を免除

する。 

(エ) 満 65 歳を超えた者は年会費を免除する。 

② 顧問 

1. 資格 

(ア) 以下の要件のいずれかを満たす特別会員の中から、理事会により推

薦、承認し、本人に意思確認をする。 

① 日本放射線科専門医会（旧日本放射線科専門医会・医会）運営に

実績がある 

② 日本医学放射線学会および日本放射線科専門医会の運営および

発展に助力できる特別会員 

(イ) 顧問の役割、特典 

① 理事会からの要望で理事会もしくは委員会などに出席する 

② ①のための経費は理事に準じて会が負担する 

③ ①における権限は特任理事に準ずる 

④ 任期は当該理事会の任期とする。 
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第８条 入会金および会費 

１．入会金  5 千円 

２．正会員 年額 1 万円 

３．アソシエイト会員  年額 1 万円 

４．準会員 年額 1 千円 

５．ジュニア会員 なし 

６．賛助会員 年額 10 万円 

７．準会員から正会員又はアソシエイト会員に移行する場合、入会金は不要とする。 

８．ジュニア会員の入会に際しては入会金を徴収しない。ただし、ジュニア会員が準会員に

移行するときは、入会金を納入しなければならない。 

 

第２章 社員、代議員および役員の資格および選任細則 

 

第９条 社員、代議員および役員の選任 

社員、代議員および役員の選任 正会員から理事会の定める代議員運営規則により選任され

た代議員をもって、社員および理事とする。 

 

第１０条 代議員（＝理事＝社員）の選任方法 （定款第 26 条、代議員運営規則） 

１． 代議員の選任は全国を統合した一つの選挙区として代議員選挙を実施する。 

２． 代議員選挙は選挙管理委員会が別に定める選挙規程に基づき実施する。 

３． 代議員選挙における事務は選挙管理委員会が行う。選挙管理委員会は委員長と委員を

Nominating Committee から選任する。 

 

第１１条 代表理事（理事長）の選任 

理事による互選で、理事の中から選任する。監事は代表理事には選任できない。 

 

第１２条 副理事長の選任 

代表理事が副理事長（4 名以内）を推薦し理事会の承認を経て選任される。副理事長の中から代

表権をもつ理事長の代行を担う 2 名以内の理事長代行をおくことができる。副理事長の任期終了

時期は理事長のそれと同じとする。 

 

第１３条 監事 

監事は正会員の中から理事が推薦し、理事会において推薦し承認する。理事を監事に選任で

きない。 

 

第１４条 特任理事 
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１．理事会の推薦、承認を経て、正会員の中から特任理事を委嘱できる。特任理事は原則と

して 10 名以内とする。 

２．特任理事は理事会の求めに応じて理事会に出席し、理事会および当法人の運営に協力

する。ただし理事会での議決権はない。 

３．特任理事を代表理事（理事長）、副理事長、監事には選任できない。 

４．特任理事の任期は選任から当該理事会の任期とする。特任理事の再任は妨げない。 

 

第 3 章 理事会運用規則 

 

第１５条 

１．社員総会および代議員会の運営に関する事項は、法務省令およびこの定款に定めるも

ののほかは、理事会において定める理事会運用規則による。 

２．理事会は、ミッドサマーセミナー開催時、日本医学放射線学会秋季臨床大会開催時、ミ

ッドウインターセミナー開催時および日本医学放射線学会総会時（春季）に開催する。

そのほか、必要に応じて定款に定める手順にしたがって随時開催する。 

３．理事会は、通信媒体（電子メール）による審議も行うことができる。その決議事項は理

事会における議決、承認と同等とするが、次回の定例理事会において再度確認する。 

４．通信媒体による審議においては、議決の期限を定め、議決承認には全理事および監事の

同意を必要とする。ただし審議内容に同意できない（非承認）の場合はその旨を通信媒

体で表明する必要がある。期限までに非承認を表明しない場合は承認したものとする。

議決承認は理事長もしくは副理事長の最終確認を必要とする。 

５．通信媒体による理事会審議においては監事も審議および議決に参加資格がある。 

 

第４章 学術セミナー 

 

第１６条 学術セミナーの目的 

１．当法人会員および日本医学放射線学会会員の学術および診療能力の向上、専門性の向

上を目的とする。 

２．日本医学放射線学会が行う専門医認定の妨げにならないよう十分に配慮する。 

３．その開催、参加要項を当法人会員および日本医学放射線学会会員に広報する。 

 

第１７条 学術セミナーの運営 

１．理事会が運営責任を負う。 

２．セミナー担当者は理事から選任する。セミナーの開催が理事の任期を越えても、セミナ

ー担当者は継続し、理事会に対してセミナーの運営、説明責任を負う。 

３．セミナー運営のための実行委員は理事以外の正会員にも委嘱できる。 
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４．運営の一部を正会員以外に委嘱する場合には理事会の承認を必要とする。 

５．学術セミナーの開催にあたっては日本医学放射線学会と協調する。 

 

第１８条 学術セミナーの概要 

１．夏季にミッドサマーセミナーを開催する。 

２．冬季にミッドウインターセミナーを開催する。 

３．研修医セミナー 

４．ガイドラインのための講習会 

５．その他 

 

第１９条 他の学術団体が行う学術集会およびセミナーの共催、後援など 

１．放射線医学の発展、向上、会員利益に関わる各種学術集会、セミナーなどから共催、後

援などの協力依頼があった場合は、理事会での議決を経て承認する。 

 

第５章 広報活動 

１．専門医会ニュースを刊行する 

２．当法人のホームページにおいても広報活動を行う。 

 

第６章 委員会活動 

１．理事会が委員会運営の責任者として理事から担当理事を選任する。 

 

第２０条 

１．委員会の運営は理事会が責任を負う。 

２．担当理事を理事から選任する。担当理事は理事会ごとに活動状況を報告する。 

３．委員長・委員は理事以外の正会員にも委嘱できる。そのための経費は別途定め、理事会

が承認する。 

４．各委員会の活動内容・状況に応じ、当会会員以外（会員資格に該当する放射線科医を除

く）で、当会の活動趣旨に賛同し、かつ、当該委員会の活動内容に精通した専⾨委員を
委嘱可能とする。 
専⾨委員委嘱に当たっては、当会委員会活動に係る情報規定を別途定め（当会活動を
介して得た情報を当会外へ提供・流⽤しない等）、それを明記した同意書・委嘱状への
署名を必須とする。当会規定への違反が確認された場合は、理事会の承認を経て専⾨
委員の任を解く場合がある。 
個別活動のための経費は⽤途に応じ別途定め、理事会への承認を得る。 
任期は原則、委嘱を⾏った委員と同じとするが、必要に応じて継続委嘱を可能とする。 

５．通信媒体による会議を委員会とすることができる。 
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６．以下の委員会をおく。そのほかの委員会の設置には理事会の承認が必要である。 

保険委員会 国際委員会 広報・HP 委員会 教育委員会 メンバーズベネフィット委員会  

編集委員会 人工知能診療委員会 造影剤・医療安全委員会 自己機能評価委員会 財務

委員会 総務委員会（利益相反委員会兼務）東京都各科医会協議会連絡委員会 医療事故

調対策委員会 地域格差是正・遠隔診療委員会 医療政策研究委員会 名簿復刻委員会  

選奨委員会、ガバナンス委員会 

 

第７章 定款および細則（運用規則など）の変更 

１．理事会による発案、および議決、承認を必要とする。議決方法は定款に準ずる。 

 

附則 

この定款施行細則は平成 26 年 7 月 20 日をもって発効する 

この定款施行細則は平成 26 年 9 月 27 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は平成 27 年 4 月 18 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は平成 28 年 7 月 16 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和元年 10 月 19 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和 3 年 2 月 9 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和 4 年 1 月 15 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和 4 年 7 月 16 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和 5 年 7 月 15 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和 5 年 9 月 16 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和 6 年 4 月 13 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和 7 年 7 月 20 日をもって改訂施行する 

この定款施行細則は令和 8 年 7 月 18 日をもって改訂施行する（下線部） 

 


